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1 

要旨 

 

令和 4 年度森林吸収源インベントリ情報整備事業（パリ協定下の森林吸収量算定にかかる技術

的課題の分析・検討）報告書の本編１（資料編）では、条約下、及び議定書下の森林吸収量の報告

数値に関連する、主要国、及び地域（EU）の森林資源・林業・木材利用等に係る政策・対策につ

いて分析・整理を行った。分析対象は、2022 年末から 2023 年初頭にかけて、主要国、及び EU

から提出された第 8 回国別報告書（National Communication, NC）、及び第 5 回隔年報告書（Biennial 

Report, BR）とした。 

京都議定書（KP）締約国も含めた条約の附属書 I 国は、4 年毎に NC を UNFCCC 事務局に提出

することとされている（UNFCCC, 2012: Decision 2/CP.17）。NC8 は、インベントリ年次 2020 年

の温室効果ガス（GHG）インベントリ報告書が UNFCCC に提出され次第（例：2022 年 4 月 15

日）、2022 年 12 月 31 日までに提出されることとされている（UNFCCC, 2020:Decision 6/CP.25）。

これは、附属書 I 国が、2020 年の年次インベントリデータを NC8 に記載できるよう配慮されて

いる。国別報告書作成ガイドライン（UNFCCC, 2000）に規定する要件に加え、附属書 I 国は、

NC において地球気候変動観測システム（GCOS）も報告することとされている（UNFCCC, 2008: 

Decision 11/CP.13）。また、附属書 I 国は、2 年毎に BR を事務局に提出することとされている

（UNFCCC, 2012: Decision 2/CP.17）。BR5 は、上記同様に、附属書 I 国が、2020 年の年次イン

ベントリデータを BR5 に記載できるように、2022 年 12 月 31 日までに提出することとされてい

る（UNFCCC, 2020:Decision 6/CP.25）。 

NC8、及び BR5 の分析・整理にあたっては、基本的に NC8 に記載されている内容を優先的に

記載することとした。したがって、BR5 の記載内容が NC8 と重複する際には、BR5 の記載は省

略した。なお、本章の記載内容に関して、原典である NC8、及び BR5 の記載箇所を参照しやすい

ように、項、節、又はパラグラフごとに、NC8、及び BR5 の該当ページ番号を () 中に付記した。

また、同様の理由で、本章の図表番号については、原典である NC8、及び BR5 の図表番号をその

まま使用することとし、本報告書中の図表リストには掲載していない。 
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1. 米国 

1.1. 米国 NC8 

1.1.1. 国別状況 

1.1.1.1. 米国の国土について 

米国の国土面積は、9,192,000 平方キロメートル。生態系は、北極圏ツンドラから、熱帯林、草

原、温帯落葉樹林と針葉樹林、農地、湿地帯など多様。国土の約 60%は私有地で、28%は連邦政

府が所有・管理しており、ここには国立公園、原生地域、野生生物保護区、モニュメントなどの

保護地域、国有林、放牧地、その他の公有地が含まれる。現在、土地の 13％と水域の 26％が永久

保護されている。 (p.15) 

 

1.1.1.2. 土地利用、土地利用変化及び森林（LULUCF） 

森林は、米国の経済、生態系、文化において重要な役割を果たしている。約 3 億 1,000 万ヘク

タール（7 億 6,600 万エーカー）の森林は、世界 4 番目に大きな森林面積を占めている。20 世紀

初頭から人口が 3 倍に増えているが、森林の面積はここ数十年でわずかに増加している。東部で

は農耕地が減少し、森林の状態に戻りつつある。2020 年の LULUCF 分野の正味の吸収量(Total net 

sequestration)は、二酸化炭素換算で 8 億 1,200 万トンであり、米国の総温室効果ガス（GHG）排

出量の約 14％を相殺した。1990 年の９億トンから減少したが、2015 年からは増加した。吸収量

は主に、米国の立木森林による炭素吸収、森林管理、都市部での樹冠増加、伐採木材製品での貯

蔵、農地土壌管理によるものであった。 (p.43) 

 

1.1.1.3. 森林  

私有地は全国の森林地（forest land）の 60％を占めている。しかし、森林の所有形態は地域に

よって大きく異なり、西部では公有地が圧倒的に多い。森林は、米国経済に様々な利益をもたら

している。米国は世界の木材の 10％を供給し、国内の工業用木材の消費量の 96％は国内産が占

めている。林産物産業（forest product industry）は米国の製造業 GDP の約 5％を占め、また、森

林が提供する水などの生態系サービスの価値も膨大である。 

転用のない森林（植生、土壌、伐採木材を含む）は、毎年の CO2 総吸収量の大部分を占めてい

る。その他の土地から転用された森林や転用のない開発地、転用のない農地、転用のない湿地、

他の土地から転用された湿地の全てが純吸収量に寄与している。 

木材製品や都市部の樹木からの CO2 フラックスを除く、LULUCF 分野の排出量と吸収量は、1

年から 10 年の複数年間隔で実施される森林・土地利用調査で収集される活動量に基づいて毎年

算出される。最新の Inventory of U.S. Greenhouse Gas Emissions and Sinks（米国の GHG 排出

と吸収源のインベントリ）には、その全方法が記載されている。 
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ここ数十年で米国の森林面積は増加しているが、森林の老齢化も進んでいる。成熟した木ほど

炭素の吸収量が少なくなるため、長期的には全体的な吸収量に影響を与える可能性がある。山火

事、干ばつ、害虫の発生、風倒などの自然撹乱も時間の経過と共に増加し、正味の吸収率にさら

に影響を与える可能性がある。これらの撹乱は、樹木の枯死を増加させ、蓄積された炭素を数年

にわたり放出させる可能性がある。しかし、撹乱後の再成長もまた、特に撹乱後の初期において、

炭素貯留量を増加させる。森林経営は、将来起こり得る自然撹乱の増加を可能な限り緩和するた

めに行われている。 (p.44) 

 

 

図 2-29 米国本土およびアラスカ州における転用のない森林面積の地域別変化 

 

1.1.1.4. 草地 

米国における草地（又はプレーリー）の生態系は、約 3 億 6,350 万ヘクタール（8 億,9820 万エ

ーカー）で構成されている。これらの多くは、家畜の放牧に使われたり農地や開発地に転用され

たりしているが、自然のままの状態で残っているものもあり、多くの在来種や渡り鳥の生息地と

して、また土壌資源の保護や土壌や多年生バイオマスに炭素を貯蔵する役割も担っている。 (p.45-

46) 
 

1.1.1.5. 湿地  

湿地は、大気中の CO2 などの GHG を吸収し、植物や土壌に蓄えることで気候変動を緩和し、

漁業など経済分野でも重要な役割を担っている。湿地はまた、食料の提供や暴風雨からの保護を

通じて沿岸地域社会や企業の異常気象に対するレジリエンスを高め、自然水浄化などの貴重な生

態系サービスも提供している。 (p.46) 

 

 

Source: 1990-2020 U.S. Inventory 
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1.1.2. GHG インベントリの概要 

1.1.2.1. 米国の GHG 排出量と吸収源の最近の傾向 

2020 年の米国の GHG 総排出量は、二酸化炭素換算で 598.14MMT であった。米国の総排出量

は、1990 年から 2020 年にかけて 7.3％減少し、1990 年レベルを 15.7％上回った 2007 年の最高

値から減少し、また、2019 年から 2020 年にかけて 9％減少した（590.4MMT CO2e）。純排出量

（net emissions）は 5,222.4MMT CO2e であった。表 3-1 に示すように、全体として、純排出量

は 2019 年から 2020 年にかけて 10.6％減少し、2005 年レベルからは 21.4％減少した。同様に、

総排出量（total gross emissions）も 2019 年から 9％減少し、2005 年からは 19.5％減少した。 

2019 年から 2020 年にかけての排出量の急激な減少は、コロナウイルス（COVID-19）の大流

行による経済的影響が主な原因であるが、人口、経済成長、エネルギー市場の動向、エネルギー

効率を含む技術的変化、エネルギー燃料選択の炭素強度（carbon intensity of energy fuel choices）

など、多くの要因の長期的傾向の複合的な影響も反映している。 

図 3-1 と図 3-2 は、1990 年以降の米国のガス別 GHG 総排出量と純排出量の年次推移の全体的

な傾向を示している。表 3-1 は、1990 年から 2020 年までの米国の GHG 排出量と吸収源の詳細

な要約である。米国の GHG 排出量は、管理された森林、都市部の樹木、農地土壌、埋土された庭

木、沿岸湿地における炭素（C）の純固定量 812.2 MMT CO2e によって一部相殺され、2020 年の

総排出量の 13.6％を占めた。2020 年の LULUCF 活動による CH4 と N2O の排出量は 53.2 MMT 

CO2e で、GHG 排出量全体の 0.9%を占める。 

2020 年には、米国の全 GHG の純排出量は、1990 年以来、合計 370.4MMT CO2e、6.6%減少し

た。 (p.49-53) 

 

 

図 3-1 ガス別の米国の GHG 排出量 
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図 3-2 米国の GHG 総排出量の対前年度増減率 

 

総排出量は 1990 年以降 7.3%減少し、この期間の年平均減少率は-0.2%であった。また、2005

年から 2020 年の米国の GHG 総排出量は 19.5%減少し、その期間の年平均減少率は-1.4%であっ

た。 

 

図 3-3 2020 年米国のガス別 GHG 排出量（MMT CO2e に基づく割合） 

 

2020 年、米国の GHG 純排出量は 5,222.4MMT-CO2e であり、1990 年から 6.6%、2005 年から

は 21.4%減少した。 

 

・その他の CO2 トレンド (p.68) 

LULUCF セクターにおける総炭素蓄積変化（すなわち、純 CO2 吸収量）は、1990 年から 2020

年の間に 9.0％減少した。この減少は、主に森林炭素蓄積と Cropland Remaining Cropland（転用

のない農地）における純炭素蓄積率の減少及び Land Converted to Settlements（他の土地から転

用された開発地）からの排出量の増加によるものである。 

 

1.1.2.2. LULUCF 

LULUCF セクターには、米国内の管理された土地からの CO2 排出量と吸収量、CH4 と N2O の
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排出量が含まれる。IPCC ガイドライン（2006 年版）に従い、管理された土地からの排出と吸収

は人為的なものと見なされ、管理されていない土地からの排出と吸収は自然なものと見なされる。

米国における管理地の割合は、国別インベントリに含まれる全土地の約 95%である。全体として、

インベントリでは、米国の管理地が CO2 の純吸収源であることを示している（すなわち、純炭素

貯留を提供）。管理地におけるフラックスの主な要因は、森林経営、都市部での植林、農地土壌の

管理、土地利用変化などである。森林の炭素貯留の主な要因は、森林の成長と森林面積の増加（す

なわち新規植林）及び伐採木材プールへの炭素貯留の純増である。居住区における正味の炭素貯

留は、主に都市部の森林（居住区の木）と埋土された庭木や生ゴミから発生し、木の純増と都市

部の森林面積の増加及び埋土された庭木や生ゴミの炭素の長期蓄積の結果である。 (p.77-78) 

 

・制度的取り決め (p.88) 

連邦および州政府当局、研究・学術機関、業界団体、民間コンサルタントが、国別 GHG インベ

ントリのデータ提供、作成、レビューに関与している。米国農務省森林局（USDAFS）および農

業研究局、米国海洋大気庁（NOAA）、連邦航空局（FAA）、国防総省（DOD）は、データの収集に

貢献し、また推定値の編集や裏付け分析も支援している。 

 

1.1.3. 政策・対策 

1.1.3.1. 気候変動対策に関連する行政措置と法律 

2021 年 4 月にバイデン大統領は、2030 年に米国の GHG 排出量を 2005 年比で 50-52％削減す

るという新目標を発表した。バイデン政権の下、気候変動に関する目標達成のため可決された法

律の一つに「インフレ抑制法」（Inflation Reduction Act: IRA）がある。2022 年に可決された IRA

は、気候変動アジェンダの実施を加速させる鍵であり、特に約 80 万 9,000 ヘクタールの森林と沿

岸生態系の保護と回復力の強化や気候変動に配慮（climate smart）型の農業や林業の普及を支援

することを含む様々な施策により、2030 年に年間約 1 ギガトンの GHG 排出の削減が期待され

る。米国における他の単一の法律の 10 倍以上の気候への影響を持つと推定される。この法律は、

排出削減、環境正義、気候変動への回復力のために約 3,700 億ドルを提供する。よりクリーンな

産業施設、港湾、大型車、コミュニティ主導の気候・環境正義プロジェクト、気候に配慮した農

業・林業を支援する助成金、融資、その他のプログラムも提供する。 (p.92-94) 

 

1.1.3.2. 気候変動対策に関連する農業へのプログラム 

気候変動対策を進める上で、米国の農業生産者を支援するための新たな取り組みとして、国内

外での気候危機への取り組みに関する（Tackling the Climate Crisis at Home and Abroad）大統領

令の下、米国農務省は、保全活動を通じて測定可能な排出削減と炭素隔離を実現し、持続可能な

生物生産物と燃料を調達し、気候変動による山火事リスクを減少させる「気候スマート農業・林

業戦略（Climate Smart Agriculture and Forestry Strategy）」を策定した。 (p.122) 
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LULUCF 分野 (p.124) 

LULUCF 分野は、2020 年には米国の GHG 排出量の 13%に相当する量を吸収する正味の吸収

源となった。土地セクターからの総排出量を削減すると同時に、炭素隔離を維持・強化する能力

を高めるための複数のアプローチを追求し続けている。 

主な新しい取り組みには、地域主導の取り組みの支援を通じて、2030 年までに米国の土地と水

域の 30％を保全、復元するという目標を掲げた「America the Beautiful」イニシアティブがある。

2022 年 4 月、バイデン大統領は、「国家の森林、コミュニティ、地域経済の強化に関する大統領

令」を発布し、連邦所有地の成熟した原生林を保護し、森林再生パートナーシップへの支援を強

化し、 自然に基づく気候変動対策をより広く推進することを各省庁に指示した。また、バイデン

大統領はトンガス国有林を保護するための歴史的な措置を講じた。この国有林は、米国の他のど

の国有林よりも多くの炭素を貯蔵し、地球上で最も大きな無傷の沿岸温帯雨林を代表している。 

最近の法律では、米国の景観全体における炭素貯留がさらに進んでいる。IRA は、国有林シス

テムだけでなく、非連邦国有地の森林を保護・強化するための追加投資を行い、森林所有者が炭

素貯留を促進する施業を支援、都市部の植樹プログラムを支援している。 

 

現在進行中の主な取り組み（一部） 

• 公有林および私有林の管理の促進 

米国は、森林保全の推進、森林減少の回避、より大きな炭素汚染を相殺できる森林の回復と拡

大に取り組んでいる。2022 年 4 月のバイデン大統領による「国家の森林、コミュニティ、地域経

済の強化に関する大統領令」の指示に従い、米国農務省と内務省は連邦所有地の原生林と成熟林

の目録を作成し、気候変動に強い管理と保全戦略を制度化する政策を策定し、森林再生目標とパ

ートナーシップを推進している。さらに、米国農務省森林局は私有地における持続可能な森林管

理を支援している。フォレスト・レガシーとコミュニティ・フォレスト・プログラムは州や私有

地所有者と提携し、地役権、購入、地域計画の支援を通じて 280 万エーカー以上の森林地と空き

地を保全しており、アーバン・コミュニティ・フォレストリー・プログラムは州や地域の機関に

資金と技術援助を提供し、弾力性と公平性に富んだ樹冠を確保するよう働きかけている。また IRA

法は、国有林システムの土地を山火事から守り、連邦森林を回復し、森林所有者と協力して私有

地での気候緩和と森林の回復力を高めるために 50 億ドルを追加投資している。 

 

• 炭素吸収源（Carbon sink）の測定と監視 

GHG の測定、モニタリング、報告、検証（MMRV）に関する広範な連邦政府の取り組みの一環

として、米国農務省は、農地および森林関連の保全プログラム全体で MMRV を推進するため取り

組んでいる。例えば、米国農務省は森林における事業体規模のモニタリングに関するガイドライ

ンの改訂に取り組んでおり、将来の大規模山火事による回避排出量の計算に関する追加情報 や伐
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採木材製品の計上処理に関する改良を含む予定である。また、米国の多様な森林における森林の

成長段階とそれが炭素動態に与える影響をより定量化する作業も進行中で、特に、気候変動やそ

の他の撹乱によって危険にさらされる可能性のある総炭素蓄積量と貯留速度に焦点をあてている。 

 

非連邦政府の取り組み (p.127) 

• 部族をまたいだ炭素貯留 Carbon Sequestration Across Tribal Nations  

National Indian Carbon Coalition は米国先住民（ネイティブ・アメリカン）の部族と協力し、森

林インベントリデータの検証、炭素貯留レベルの決定、森林を保全しながら収益を上げる森林炭

素貯留プロジェクトの開発などを行っている。例えば、ミネソタ州北東部の Fond du Lac Band of 

Lake Superior Chippewa やミシガン州アッパー半島の Keweenaw Bay Indian Community of Lake 

Superior Chippewa では、森林による炭素吸収プロジェクトを推進している。 

• ハワイ州 30x30 イニシアティブ Hawai‘i 30x30 Initiatives  

ハワイ州は、2030 年までにハワイの優先水域の 30％の森林を保護する 30×30 Watershed 

Initiative（水域イニシアティブ）を実施し、2030 年までにハワイの沿岸海域の 30％を効果的に管

理することを約束した。 

 
 

1.1.4. 予測及び政策・対策の効果  

エネルギー、運輸、工業プロセス、農業、廃棄物、LULUCF のセクターが報告対象である。2035

年までの LULUCF の予測排出量は、高貯留と低貯留の代替シナリオ（alternative high- and low-

sequestration scenarios）に基づく範囲として提示されている。 (p.135) 

 

・森林と土地利用 (p.143-145) 

「GHG 排出・吸収源インベントリ 1990-2020」にあるように、2020 年の LULUCF 活動は、ほ

ぼ 812 MMT CO2e/年の純 CO2 吸収をもたらした。LULUCF 分野における正味の総炭素貯留量

（Total net carbon sequestration）は、1990 年から 2020 年の間に約 9%減少した。米国の林地の

属性と面積は、林産物の需要の変化、森林管理技術の進歩、森林の老齢化、土地利用の選択の変

化に応じて継続的に変化している。また、気候変動は、森林の成長の変化や干ばつ、山火事、昆

虫や病気の発生などの自然攪乱の頻度と強度の増加を通じて、森林の構成、構造、動態を変化さ

せている。 

 

LULUCF からの将来の潜在的な排出フラックスの予測は、様々な陸上生態系の複雑な炭素動態

や関連する市場の相互作用、セクター間の土地利用変化の可能性の範囲の推定に伴う不確実性の

ために困難である。これらの不確実性を反映し、本書における 2035 年までの米国の LULUCF の

予測は範囲として示されている（図 5-2 参照）。この範囲は、将来のマクロ経済の見通し、土地利

用と気候変動、森林動態の考慮に関する異なる視点と代替モデリング技術を用いた 3 つの異なる
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モデリングアプローチによる結果を組み込んだものである。代替モデルの範囲を使用することは、

予測結果の整合性を高めるのに役立つ。 

 

図 5-2 現在の対策 林業と土地利用における CO2 予測（2005-2035 年） 

 

吸収量範囲の上限は、最近の市場、政策、環境要因など様々な要因により、純森林吸収量が維

持され、わずかに強化される（炭素蓄積量が横ばいまたは増加する）ことを反映している。この

予測は、土地所有者による生産性の高い私有林への投資が継続され、林地面積が引き続き純増す

ることを示している。造林事業と森林拡大への投資の増加は、林産物に対する世界的な需要の伸

びと森林・気候政策の進化が主な要因であり、この予測における森林市場価格の上昇は、炭素蓄

積量の増加を刺激する新たな森林投資を生み出す。特に米国東部の一部の土地では、土地所有者

が木材以外の生産物を重視するようになったため、伐採量と管理強度が緩和されている。また、

アクセスしにくい地域からの伐採は時間とともに減少し、アクセスしやすい地域からの伐採は増

加している。政策の変更は土地所有者の行動や市場の結果に影響を与え、それがデータに反映さ

れるため、国内外での政策の変更も将来の潜在的な森林 CO2 フラックスに影響を与える。これら

の要因は、CO2 施肥（fertilization）による継続的な大気濃縮によって増強される。 

吸収量範囲の下限は、現在の政策と管理手法の下では、米国の森林セクターが GHG 排出の純

吸収源として小さくなる（炭素蓄積量の増加速度が減少するため）ことを反映している。この予

測では、製品のための森林伐採の増加、森林面積の純減、攪乱率の増加による森林資源の老齢化

が見られる。この軌道は、木材価格の緩やかな上昇に伴う伐採量の増加と、老齢化した森林に対

する将来の撹乱の影響との相互作用が主な原因である。価格の上昇傾向は、森林管理と植林への

投資をもたらすが、主要な森林生産地域、例えば南東部では、この投資の増加は、最近の植林面

積の減少から、将来的に安定した植林面積に移行する役割を果たす。米国では、植林地（forest 

plantation）は林地面積の 10 パーセントを占め、残りの 90％の林地は、通常、木材のための集中
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的な管理は行われておらず、他の生態系サービス（水、野生生物、美観、レクリエーションなど）

のために管理されているか、複数の用途のために管理されている。自然再生林が需要を満たすた

めに伐採され、老齢化と撹乱の増加により森林の純増加が鈍化するため、このような大規模な林

地では時間の経過とともに吸収量が減少すると予想される。透明性を確保するため、NC8 ではこ

の LULUCF の不確実性の範囲を示した。最終的にこの範囲は、米国が現在行っている炭素吸収源

を維持するための幅広い活動を反映している。 

 

農業と林業 (p.150) 

超党派インフラ法（Bipartisan Infrastructure Law: BIL）や既に実施されている他の投資と合わ

せて、IRA は米国農務省を通じて農業生産者や農村地域とそのインフラのニーズを支援し、気候

危機への対応と適応を図るための大規模な投資を行う。アメリカの農林業が気候危機への対応に

果たす重要な役割を認識し、IRA は農家、牧場主、森林所有者が GHG 汚染を減らし、土壌や樹木

への炭素貯蔵を増やし、彼らの経営をより生産的にするために行う気候変動対策活動に 210 億ド

ルを投資する。IRA はまた、極度の山火事の危険から地域社会を守り、炭素隔離の効果が大きい

森林を保護し、猛暑の脅威にさらされやすい地域社会を冷やすために 50 億ドルを投資する。これ

らの投資により、農家、牧場主、森林所有者、農村地域は、気候変動に備え、適応するために必要

な資源と手段を得ることができ、生命、財産、生活を守ることができる。 

 

1.1.5. 脆弱性の評価、気候変動の影響及び適応策 

近年の干ばつや熱波、気温の上昇に伴う土壌水分の減少や積雪量の減少、慢性的かつ長期的な

水文学的干ばつ等の要因が重なり、米国西部とアラスカでは大規模な森林火災が増加しており、

森林火災はさらに増加し、特定の生態系に深刻な変化をもたらすと予測されている。 (p.160) 

 

1.1.5.1. 森林  

過去 20 年間、温暖で乾燥した気候は、米国西部で焼失面積を増加させた。気候変動による気温

の上昇、乾燥した条件、より長い火災シーズンは、西部や南東部を含む、火災の起こりやすい全

国の森林で火災頻度、焼失面積、大規模火災の発生率の増加をもたらすと考えられる。また、米

国の年間焼失面積は、エコシステムと地域の気候により 21 世紀半ばには現在と比べて 2～6 倍に

なる恐れがある。また、山火事の抑制がより困難になり、火災抑制のためのコストが上昇する可

能性が高い。予測される気候変動のもとでの火災のこうした変化は、おそらく煙の発生を増加さ

せ、人間の健康に影響を与える。林分密度の減少と共に火災発生の危険性が増す燃料（木材）の

適切な処理は、火災に対する森林の回復力を高めることが可能である。しかし、燃料処理の効果

を維持するためには、長期間にわたり維持する必要がある。 

降水量の極端な増加、ハリケーン、積雪量の減少、熱波の深刻化は、森林や森林管理およびレ

クリエーションを支えるインフラに他の多くのリスクをもたらしている。国内の多くの地域で干
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ばつが悪化し、昆虫の発生、病気、山火事によって森林の枯死率が高まっている。 

干ばつによるジス率とその結果、間伐や伐採の作業が時間的に集中し、製材所への木材供給に

衝撃を与えている、米国西部の製材所では投資の減少や移動または一時的な投資が増加している。

洪水は、管理、収穫、レクリエーションのために森林にアクセスするための道路や橋に危険を及

ぼしている。水文学の予測は、予想される変化を考慮して道路施設の設計や位置を改善するため

に利用されている。干ばつ、洪水、熱波の増加は、清潔な飲料水の供給や数キロにわたる質の高

い水生生息地など、森林による水関連の生態系サービスにも支障を与えている。 (p.170) 

 

1.1.5.2. 自然に基づく解決策（NbS）の推進  

米国政府は、気候変動に対する回復力を含む様々な利益をもたらすために、自然または改変さ

れた生態系を保護、持続可能な管理、または回復するための行動を拡大することを支援するため、

自然に基づく解決策のロードマップを発表した。このロードマップは、2030 年までに米国の土地

と水域の 30%を保全するという「美しきアメリカ(America the Beautiful)」や、バイデン大統領に

よる「国家の森林、コミュニティ、地域経済の強化」に関する大統領令など、気候変動との戦い

に自然を取り込むための他の政権の主要取り組みを基礎とするものである。 (p.178) 

 

1.1.5.3. 農業と林業  

米国農務省（USDA）による気候適応策の一例として、省庁を超えたユニークな協力体制である

「気候ハブ（Climate Hubs）」が挙げられる。気候ハブは、気候情報に基づく意思決定を可能にし、

農業リスクを低減し、気候変動に対する耐性を構築するために、科学的根拠に基づく情報と技術

を開発し、自然資源および農業管理者に提供する。2014 年以来、10 地域の気候ハブは、農家、牧

場主、森林・土地管理者、農村コミュニティが天候や気候関連のリスク、脆弱性に備えて計画を

立て、管理することを支援してきた。気候ハブは、米国農務省の各省庁を横断するユニークなコ

ラボレーションである。地域のハブは農業研究局と森林局が主導、主催し、NRCS を含む多くの

米国農務省の機関が参加している。 

気候ハブは、森林管理者、農民、牧場主、その他の利害関係者にタイムリーで権威あるツール

や情報を提供するために、米国農務省の研究およびプログラム機関を地域的に結びつけている。

気候ハブは、農林業セクターや農村経済における気候への適応と緩和のために、アクセス可能で

有用な研究やツールを提供し、レジリエンスを高めるための中心的な役割を果たしている。米国

農務省気候ハブの活動は、3 つの主要な分野に焦点を当てている。 

1) 科学とデータの統合、2) ツールと技術の共同開発および支援、3) 利害関係者の気候変動への

適応戦略の実施を支援するためのアウトリーチ、会議、トレーニングである。 

これらの各分野において、ハブは改良普及機関、大学、技術サービス提供者、民間セクターと

密接に連携し、幅広い情報源から開発された使いやすい情報やツールの供給源となるよう努めて
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いる。ハブは地域、州、部族、地方レベルで活動し、リスク管理や気候適応計画を支援するため

に、有用な地域情報や気候変動予測・予報へのアクセスを向上させる。 (p.171) 

 

1.1.6. 資金源及び技術移転  

米国は世界のパートナー国に対して、気候変動に対するレジリエンスの向上と GHG 排出の抑

制力の支援に引き続き注力するとし、バイデン政権は、2024 年までに途上国に対する米国の年間

公的気候変動資金を 4 倍にするため議会と協力することを約束した。この全体的な 4 倍化目標の

一部は、「適応と回復のための大統領緊急計画（PREPARE）」に反映されており、2024 年までに

途上国に年間 30 億ドルの適応資金（適応資金の 6 倍増加）を供給するために議会と協力すること

を約束している。また、「地球規模の森林を保全する計画（The Plan to Conserve Global Forests）」

では、炭素吸収源として重要な世界の森林保全の目的を支援するために、2030 年までに最大 90

億ドルの国際的な気候変動資金を提供する意向を反映している。この計画は、2030 年までに天然

林の喪失に終止符を打ち、劣化した景観と森林地の世界的な復元率を大幅に高め、2030 年までに

少なくとも 2 億ヘクタールを追加で復元するというこれらの世界的目標に対する米国の貢献を触

媒し調整することを目指すものである。 (p.186) 

 

気候金融の柱 PILLARS (p.191) 

米国の Climate Finance は、適応、クリーンエネルギー、持続可能なランドスケープ（森林、農

業、その他の土地利用）の 3 つの主要な柱 PILLARS におよぶ活動を支援している。図 7-2 に示す

ように、2019-2020 年度において、議会に計上された気候資金の約 59.9%がクリーンエネルギー

活動を 19.4%が適応活動を、20.7%が持続可能なランドスケープ活動を支援している。 

 

 

図 7-2 2019～2020 年度 米国の気候変動資金の柱別内訳 
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持続可能な景観（サステナブル・ランドスケープ SUSTAINABLE LANDSCAPES） (p.196) 

森林減少、農業、その他の土地利用による GHG 排出量は、世界の排出量のおよそ 4 分の 1 を

占めている。一部の発展途上国では、土地セクターの GHG 排出量が総排出量の 80％を占めるこ

ともある。同時に、森林やその他の生態系を保全し、持続的に管理し、回復させる自然気候の解

決策は、パリ協定の気温目標に合わせるために必要な 2030 年以前の緩和可能量の 3 分の 1 程度

に貢献することができる。これらの排出量を削減するという課題に取り組むため、米国はパート

ナー諸国と協力して、世界の土地利用関連の排出量を削減するために必要なシステムや制度を導

入し、森林や土地利用に関するデータや情報の提供を支援し、生物多様性の保全、流域の保護、

生計の向上と同時に気候変動をもたらす新しい農村開発モデルの構築に取り組んでいる。 

森林減少と森林劣化からの排出削減（REDD+）を含む土地利用緩和（または「持続可能なラン

ドスケープ」）に関連する活動については、米国の支援は、（1）森林減少やその他の土地利用によ

る GHG 排出を削減し、（2）木や植物、土壌に蓄えられた炭素の固定を高め、これらの行動を通じ

て（3）良い統治、回復力の強化、生物多様性保全などの追加の社会・環境利益を創出するように

取り組んでいる。 

2019-2020 年度、米国は、炭素が豊富な生態系の保護と回復、農業慣行の改善、土地利用計画

の強化、モニタリング能力の構築、森林と気候の目標を支援する投資の誘致、およびこれらの活

動を支えるシステムの強化を行う途上国の支援に 3 億 2,710 万ドルを拠出することを約束した。

米国の支援は、投資の緩和効果を優先し、森林減少、森林劣化、その他の土地利用活動からの排

出を削減する大規模な取り組みを実施する政治的意思を持つ国、森林被覆と GHG 排出削減のモ

ニタリング、報告、検証への補完的投資の可能性に重点を置いている。 

 

森林モニタリング、成果主義的支払い、炭素市場 (p.197) 

米国は、REDD+と炭素市場を含む成果ベースの支払い を通して、各国が森林のための資金に

アクセスできるよう支援を続けてきた。「持続可能なランドスケープを通じた排出量のオフセット」

（ONE-SL） や「森林金融とランドスケープの関与のための支援ハブ」（SHuFFLE） などのプロ

グラムは、REDD+実施を進める国々に対して、意思決定 ツールだけでなく直接的な技術支援も

提供している。このような能力開発と技術支援により、各国政府は森林減少に対処する大規模な

プログラムを実施し、成果に結びついた持続可能で継続的な資金調達を通じて、その活動が地域

社会に利益をもたらすことを確実にすることができる。 

 

持続可能な湿地への適応と緩和プログラム（SWAMP) (p.197) 

持続可能な湿地の適応と緩和プログラム（SWAMP）は、国際林業研究センターと米国森林局に

よる共同作業で USAID からの支援を受けている。SWAMP は熱帯湿地の生態系の価値に関する重

要な情報を生み出し、湿地の効果的な保全、管理、回復方法に関する洞察を深め、気候変動の緩

和と適応におけるこれらの生態系の役割に対する認識を高めるものである。これらの生態系にお
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ける炭素蓄積量は非常に高く、これらの生態系における土地被覆の変化は、GHG の大きな排出を

もたらす。ほとんどの国は、国別報告書に湿地を含めるための十分な情報を持っておらず、GHG

排出を回避する戦略として湿地の保全や回復のための計画を策定することもできません。

SWAMP の科学者は、世界中の政府、大学、非政府機関のパートナーと協力し、これらの生態系

における炭素動態の理解を深め、マングローブや泥炭地生態系からの GHG 排出を削減するため

の国主導の努力を支援している。 

 

森林データ・パートナーシップ (p.198) 

世界的なモニタリングとサプライ チェーンの追跡を共同で改善し、森林の回復を促進すること

により、商品生 産による森林損失を食い止め、回復させることを目的としている。このパートナ

ーシップはデータを中心にパートナーを連携させ、一貫性があり検証されたオープンソースの地

理空間的な森林リスク商品データへのセクターを超えたステークホルダーのアクセスを確保する。

その結果、商品主導の森林減少の削減と劣化した土地の回復に向けた信頼性の高い体系的なモニ

タリング、検証、アカウンタビリティが実現する。主なパートナーは、世界資源研究所、国連食

糧農業機関、米国航空宇宙局（NASA）、Google、ユニリーバ、USAID、国務省など。 

 

中央アフリカ (p. 198) 

USAID の中央アフリカ環境プログラムは、世界で 2 番目に大きい熱帯雨林であるコンゴ盆地の

保護、保全、管理改善のための主な取り組みで、米国魚類野生生物局と米国森林局とのパートナ

ーシップで実施されている。1995 年の設立以来、包括的な市場の構築、法執行の改善、環境モニ

タリングとアドボカシーにおける市民社会の役割の支援、土地利用管理の強化のために 6 億ドル

以上を投資している。 

 

東南アジア (p.198) 

米国国際開発庁（USAID）は、東南アジアの農林業が低排出ガスを採用するのを支援している。

「グリーン・インベスト・アジア」プログラムを通じて、東南アジアの農林業が低排出ガス事業

を採用し、投資家とつながることを支援している。2020 年末までに、28 社に技術支援を提供す

る覚書を締結し、700 万トン近い GHG 排出を削減する民間セクターの投資で 2700 万ドル以上を

動員した。 

 

コロンビア (p.198) 

USAID はコロンビア政府に対し炭素市場の設計を支援し、企業が炭素排出を相殺するプロジェ

クトを支援する場合、軽減された税金を支払うようにした。この炭素市場は、気候変動と戦うプ

ロジェクトのために年間約 3000 万ドルを生み出し、2020 年の開始以来、炭素の多い土地の保全

を支援するアフリカ系コロンビア人と先住民のコミュニティに 2500 万ドルを提供している。
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USAID は、Paramos y Forests プロジェクトを通じて民間企業とオフセットプロジェクトを結び

つけながら、炭素クレジットの監視と検証を行う政府を引き続き支援している。 

 

アマゾン生物多様性基金 AMAZON BIODIVERSITY FUND  (p.202) 

USAID は、アマゾン生物多様性ファンドを通じて、地球の肺を守るために民間セクターを活用

し、森林減少による GHG 排出を回避し、森林保全による炭素貯蔵量を増やすことも行っている。

2019 年に発足したこの基金は、生物多様性と気候に恩恵をもたらす持続可能な開発モデルを持つ

企業を支援するため、民間企業の資金を受け入れている。融資や長期投資に対して米国の開発金

融公社から 50％の保証を提供し、2023 年までに 6,000 万ドルの投資活用を目指している。 

 
BUSINESS CASE FOR COLLECTIVE LANDSCAPE ACTION  (p.202) 

集団的景観形成のための Business Case for Collective Landscape Action イニシアティブは、

Rainforest Alliance、CDP、Clarmondial、Conservation International、USAID によって実施される

官民パートナーシップである。このイニシアティブは、商品主導の森林減少に関連する地球規模

の環境問題に取り組むため、民間セクター、政府、地元の生産者や組織を招集している。そのア

プローチは、ランドスケープアクションプランの策定と報告を促進し、それらを国際的な情報開

示メカニズムにつなげ、最終的には重要な森林減少のフロンティアを安定化させるための国際的

な資金調達を可能にすることである。このイニシアティブは、地球規模の気候変動と生物多様性

の目標に貢献し、世界で最も重要な熱帯景イニシアティブにおいて投資と包括的開発を推進する。 

 
SERVIR (p.207) 

2004 年以来、SERVIR は NASA、USAID、世界中の技術機関と連携して 50 カ国以上の能力を

強化し、パートナーが衛星情報と地理空間技術にアクセスして利用し、気候リスクの管理を改善

し、食糧安全保障を強化し、気候変動と変化に備え適応し、土地利用及び土地利用変化と林業か

ら GHG 排出を削減できるように支援している。2019 年度と 2020 年度、SERVIR はリスクを予

測、監視、評価するために 3,000 人以上を訓練した。生活改善、災害管理、開発のための有用な

サービスや意思決定に科学を統合するために協力することで、SERVIR はこの 2 年間の期間に世

界中の 200 以上の機関の能力を強化した。 

2019 年 3 月、USAID と NASA は、世界最大の熱帯雨林があるアマゾン流域で、人々が開発課題

や気候変動が生活や生計に及ぼす影響に対処するのに役立つ環境情報を提供する 5 年間の取り組

み、SERVIR-Amazonia の活動を開始した。SERVIR-Amazonia は、現在世界中で運営されている

5 つの SERVIR 地域ハブの一つである。 

 

シルバカーボン SilvaCarbon (p.207) 

シルバカーボンは、米国政府、非政府組織、学術界、産業界の様々な技術機関の強みを生かし

た政府全体としての技術協力プログラム。SilvaCarbon とそのパートナーは、25 カ国以上の途上
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国と協力し、森林と陸域の炭素をモニタリング・管理するための能力を構築している。SilvaCarbon

は、パートナー国が特定したニーズや優先順位に基づき、優れた実践方法や費用対効果の高い正

確な技術の特定、試験、普及を支援。また、森林インベントリや GHG インベントリの強化、国が

決定する貢献（NDC）や REDD+のベースラインの策定、森林モニタリングシステムの改善、リモ

ートセンシングデータの入手と解釈、政策立案や土地利用計画の改善へのデータ・情報の統合な

どの支援を行っている。 

 

アマゾニア・コネクト AMAZONIA CONNECT (p.214) 

ペルー、ブラジル、コロンビアの公共・民間セクターの関係者とともに、アマゾン熱帯雨林に

おける生息地の損失と商品主導の森林破壊を削減するために活動している。この活動では、エン

ド・ツー・エンドのサプライチェーン・アプローチを採用し、サプライチェーン全体の関係者を

巻き込んで、低炭素農業と森林破壊を伴わない生産を促進している。アマゾンコネクトエンド・

ツー・エンドの他の関係者が持続可能な農業を拡大し、サプライチェーンを監視し、グリーン投

資を利用し、調査や情報を活用するための能力を構築している。 

 

気候変動研究員 CLIMATE FELLOWS (p.214) 

この国務省と米国森林局のプログラムは、パートナーである途上国が GHG インベントリ、森

林管理、森林モニタリングに関して、森林景観を測定、監視、報告する能力を向上させる。気候

変動フェローは、関連省庁に所属する技術専門家である。森林インベントリ、モニタリング、報

告システムに対して、長期的で綿密な、そしてアカウンタビリティを高める技術支援を行ってい

る。これまでにフェローは、国の森林モニ タリングシステムの設計、調和のとれたマッピング手

法の採用、 モニタリング、報告、検証の制度的枠組みを支援してきた。 

 

1.1.7. 研究及び規則的観察  

USDAFS は、森林を保全し、森林生態系における炭素貯留量を増加させ、エネルギー効率の高

い新製品や新技術を社会に提供するための研究を進めている。森林局の科学は、国内および世界

中の様々な生態系における炭素の蓄積と流動を調査。この研究には、森林の種類や樹齢による炭

素循環の理解だけでなく、長期にわたる森林管理の実践が炭素隔離や炭素排出のパターンに与え

る影響も含まれる。炭素循環のダイナミクスを理解することで、意思決定者は炭素貯留をより適

切に管理目標に取り入れることができる。 (p.218) 

 

衛星による観測 (p.232) 

NASA 地球科学セクターは現在、21 基以上の地球観測衛星を地球低軌道上に保有している。

2014 年以降、NASA は 14 の衛星システムの打ち上げに協力し、降水量、大気中の二酸化炭素、

土壌水分、ハリケーン風、地球表面の質量と水の変化、氷雲地高度、森林樹冠密度、森林火災、海
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面高、表面温度と植物の蒸発ストレス、二酸化炭素フラックス推定、全太陽射量、雷、エアロゾ

ル、成層圏のオゾンと、気候系の様々な部分を監視してきた。 

 

1.1.8. 教育、研修及び普及啓発  

気候変動への関与と能力開発のためのスコープワーキンググループ（CEC-SWG） (p.247) 

2022 年夏に結成された CEC スコープワーキンググループは、気候の教育、トレーニング、人

材開発、コミュニケーション、情報公開、エンゲージメントに取り組む連邦政府のプログラムを

調整するものである。このグループは、この分野で活動するプログラム間の相乗効果を拡大し、

機関間でベストプラクティス、学習、課題を共有し、すべての政府職員に対する気候トレーニン

グ、すべての関連プログラムの目録作成、国別報告書の執筆などの機関横断的な取り組みについ

て協力する場を提供することを目的としている。米国農務省/森林局も参加している。 

 
 

1.2. 米国 BR5 

1.2.1. 排出削減目標 

国が決定する貢献 Nationally Determined Contribution (NDC) (p. Annex1-3) 

2021 年 4 月、米国はパリ協定に基づく国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution： 

NDC）として「2030 年に GHG の純排出量を 2005 年比で 50-52％削減するという経済全体の目

標を達成すること」を発表した。NDC は、すべてのセクターとガスを対象とする絶対的かつ経済

全体の目標である。2020 年の目標同様、ネット・ネット方式を採用し、最新の米国インベントリ

報告書にある排出量と吸収量の推定値を用いて計算される予定である。2030 年目標年度のネット

排出量は、2005 年基準年度のネット排出量と比較し、達成された排出削減率を算出する。 

 

2020 年定量化された経済全体の排出削減目標  (p. Annex1-3) 

2010 年、米国は、2020 年に経済全体の排出量を 2005 年比で 17%削減するという目標を設定

した。米国は、この目標に対する進捗状況を毎年発行する「米国 GHG 排出・吸収源インベント

リ」で報告しており、この中には経済全体の排出目標が対象とする全てのセクターとガスが対象。

このインベントリベースの計上手法は、米国の目標が UNFCCC インベントリ報告ガイドライン

に基づく排出と吸収の全範囲をカバーしていることを意味し、関連するデータと方法論はインベ

ントリ報告書で公開されている。 

経済全体の排出削減目標に向けた米国の進捗状況のモニタリング、報告、情報の保管、評価に

関する国内の制度的取り決めについては、前回の BR から変更はない。また、米国は 2020 年の経

済全体の排出量削減の定量化目標を超えた。 

 

対象となるセクター： 年間インベントリで測定された IPCC の全セクターの排出源と吸収源（す
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なわち、エネルギー、輸送、工業プロセス、農業、LULUCF、および廃棄物）。 

LULUCF の計上方法：LULUCF セクターからの排出量と吸収量は、ネット・ネット方式と 2005

年を基準年とし、伐採木材製品を考慮する生産方式を用いて計上されている。自然攪乱による排

出量と吸収量への影響に対応するための特別な計上アプローチは適用されていない。計上に使用

される排出量と吸収量は、年次インベントリレポートで 2020 年に報告されたものと同じである。 

 

1.2.2. 進捗達成状況 

2020 年排出量削減目標の達成状況  (p. Annex1-3) 

米国は、2020 年の定量化された経済全体の排出量削減目標を達成し、2020 年の GHG の純排

出量は、2005 年比で 21％減少した。 

 

2030 年目標に向けた進捗状況 

LULUCF 分野の排出削減・吸収量の推計  (p. Annex1-8) 

毎年発行される米国のインベントリ報告書には、1990 年以降の LULUCF 分野からの排出と吸

収量を除いた GHG 総排出量、LULUCF 分野からの排出と吸収、LULUCF 分野からの排出量と吸

収量を含む総 GHG 排出量のデータが記載されている。これには、2005 年の基準年と 2020 年の

目標年の排出量と吸収量の推定値が含まれる。2020 年において、森林、都市部の樹木、農地土壌、

埋土された庭木の屑や生ゴミ、沿岸湿地からの吸収量は 812.2MMT-COe に相当し、経済全体の

GHG 排出量の 13.6%を占めた。 

 
 
 

  


